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農業の６次産業化事業（仙台市） 

 

（１）課題認識 

仙台市東部沿岸部では農地が津波被害を受け、現在除塩作業を進めているところで

あるが、未だに生産再開ができない地域もある。農業の実施主体である農業生産法人

では、津波による被害を受けた地域に、安定継続できる農業を実現すべく、農林水産

省および宮城県、仙台市の補助を受けて、養液栽培による生鮮野菜の生産施設を建設

中である。生産施設では、トマト、サラダほうれん草、葉物野菜（レタス等）、いちご

等の生産を予定している。 

当該農業生産法人の事業では、自社施設での生産を行うと同時に、地元農業生産者

との連携を進め、地域の農産物を集約する品質の高い加工・流通ネットワークを構築

し、次世代に継続する農業経営のプラットフォームの形成を目指す。また、外部への

研修の提供等を通じたノウハウ共有・人材育成を行うことを目指す。 

これらの経緯を受け、本事業の推進にあたっても、農業生産法人と、仙台市を交え

た関係者と調整を行いながら進めた。 

 

農業生産法人
（事業主体）

農業生産、加工出荷施
設の建設・運営

地元農家 仙台市

農林水産省復興庁

農地の貸付

生産施設建設の
補助金

生産施設建設の補助金、
各種助言

加工施設建設にあたっての
各種情報収集・支援、
関係者調整

地元若者
宮城県

 

図表 1 農業の６次産業化事業の体制図 

 

調査開始にあたって関係者と協議を重ねた結果、本事業においては、一般的な農業

生産法人が農産物の加工事業（カット野菜）を始めるに当たり、検討が必要な事項に

あたって、今回の事業や、今後の水平展開における参考となるよう、農産物の６次産

業化に向けた加工・流通機能の基本的要件、参考事例、生産施設のあり方と販売方法

について調査を実施することになった。具体的な調査項目は、次表のとおりである。 
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図表 2 農業の６次産業化事業 調査内容目次 

1. 農産物の６次産業化に向けた加工・流通機能の基本的要件 

（１）前提となる機能 → 既存施設や法律・通達等の事例分析 

   （食品製造工場と選果・加工場との違い等） 

（２）共通で必要となる機能 → 既存施設の事例分析 

   （野菜の調整機能、パッキング機能、保管機能、荷捌機能、資材保管機能等） 

（３）販路や顧客ニーズで必要となる機能 →既存施設の事例分析 

   （品質検査機能、カット・真空処理等加工機能、エネルギー機能等） 

（４）今後必要となる機能 → 加工業者やユーザーへのヒアリング等 

   （新たに必要となる機能だけでなく、その機器のレベル（HACCP 対応）など） 

 

2. 参考となる事例 → 加工業者やユーザーへのヒアリング等 

（１）生鮮野菜流通会社や野菜生産者等の施設事例 

（２）品質表示等に対応した施設の状況 

 

3. 生産施設のあり方と販売方法 → 小売り側ニーズと取り纏め報告 

（１）総合スーパー（General merchandise store、以下、GMS）やスーパー等向け生鮮品取り

扱いを前提としたあり方 

（２）大手以外（中食・外食等向け）取り扱いを前提としたあり方 

（３）上記を踏まえた生産方法のあり方（完全人工光型の事業性） 

 

（２）事業内容 

１）農産物の６次産業化に向けた加工・流通機能の基本的要件の整理 

a. 農産物加工場の設置において必要な検討事項や手続き等に関する基本的な流れ 

農業生産法人が農産物の加工場を整備するに当たり、必要な検討事項や手続き

等に関する基本的な流れについて、調査を行った。 

事業計画の具体化に関して何段階かの手順が必要であり、地域農業改良普及セ

ンターや地方自治体の支援機関、民間の経営コンサルタント等に相談しながら進

めるのが望ましい。また、食品衛生法、建築基準の確認、水質汚濁防止法・公害

防止条例等の関係法令の確認が必要となる。概要は次図のとおりである。 
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・食品衛生法において、食品の製造や提供にかかわる公衆衛生に与
える影響が著しい営業（34 業種）を営むには都道府県知事等の許可
が必要であることが定められている。 

・営業許可については保健所に申請し、認可を受ける。 
・加工施設が食品衛生法の「営業施設の基準」に沿っているか、施設

の概略図面（営業品目､建物の間取り､機器配置図等）を持参して管
轄保健所の指導を受ける。 

・許可が必要な業種は 34 業種あり、営業品目毎にそれぞれ営業許可
が必要（下表参照）。 

・サラダ・副食のおかず等、テイクアウト販売の多い商品については、
小売店、飲食店等に卸す場合は惣菜製造業の営業許可が必要。 

・食品衛生法で定める 34 業種の「営業施設の基準」に基づき建物・機器を選定し、その見積を行う。 
・売上高、売上原価、粗利益、販売管理費、営業利益を詳細に試算し、精度の高い収支計画を作成

することが重要。 
・施設・機器についても収支計画の中に減価償却費を正確に反映させる。 

初期 計 画  

・製造を希望する食品名、大まかな生産規模（年間生産量）、事業目的、事業予算等を基本計画と
して数値化・文章化する。 

・作成方法については、地域農業改良普及センターや地方自治体の支援機関、民間の経営コンサ
ルタントに相談することが望ましい。 

発注先と相談し、１回（ロット）当たり生産量、必要原料、製法、機器の選定、建築物の概略設計、概
略の見積等を決定し設計に入る。 

概略 設 計  

開発許可の申請

計画の具体化 

試運 転  

詳細 設 計  

営業許可取得のための指導 

建築・機器の設置 

水質汚濁防止法・公害防止条例
・河川等の公共用水域に雑用水、冷却

水、雨水を排水する場合は、水質汚
濁防止法に定める各種届出が必要。 

・「特定施設」に該当する加工施設を建
設する場合は、60 日前に地方自治
体の環境行政管轄部署に使用の届
出をする 

・ほとんどの農産加工施設は「特定施
設」に指定されているため、事前に
届出する義務があるとの認識が必
要。 

・公共用水域に排水する場合は合併
処理浄化槽を設置する。 

・都道府県により専用の合併処理浄化
槽の設置を義務づけているところも
あるため、事前に管轄部署に相談す
る。 

・公害防止条例の基準に従い、「公害
防止条例に基づく工場認可」の届出
を行う。

稼働 開 始  

建築確認申請
・建築開始の 60 日前まで

に行わなければならな
い。 

・公共、民間の審査機関
が建ぺい率、容積率、構
造、高さ等、建築基準法
に定める基準をクリアし
ているか審査する。 

品質表示の相談
・農産物、水産物、畜産

物、玄米・精米、加工食
品については、品質表
示が JAS 法で義務づ
けられている。 

・加工特産品は加工食品
の品質表示事項と同じ
であるとの認識。 

・加工食品の品質表示事
項は、①名称、②原材
料名、③内容、④賞味
期限、⑤製造者等の氏
名または名称、⑥住所
の６項目からなる。 

・品質表示事項は一括で
表示する。 

・品質表示事項は容器・
ラベルの印刷前に管轄
保健所に相談して指導
を受ける。 

・法律で定められた 34 業種
以外に、営業許可は、都道
府県により指導が違う場合
があるため注意が必要で
ある。 

・事前に食品機器メーカーと
一緒に管轄保健所に行き、
指導を受けることが大切。

・経験豊富な食品機器メーカ
ーはノウハウ、事例を多く
持っているため、保健所の
指導を守りながら、実際の
運用に即した、最小限の
投資で営業許可を取得す
ることが可能。 

・開発許可、建築確認等の
建築上の法規制について
も事前調査が必要になる
ので、一級建築士に依頼
する。 

保健効果の表示
・開発する加工特産品が国（厚生労

働省）により定められた保健機能食
品でない限り、その製品は一般食
品に分類される。 

・そのため、保健機能食品と紛らわし
い名称、栄養成分の機能・特定の
保健の目的が期待できる旨の表示
をしてはいけない。 

・機器設置後、工場試運転時に管轄保健所で営業許可申請を行う。 
・詳細設計の段階で事前に管轄保健所の指導を受け、その指導通りの農産加工施設になっていれ

ば、すぐに許可がおりる。 
・検査後２週間程度で営業許可証が交付される。 

主な加工食品別の営業許可 
品目 営業許可

まんじゅう 菓子製造業
もち、大福もち 菓子製造業

そば、うどん
めん製造業（小売店、飲食店に卸す場合）、飲食店営
業（調理して店舗内で販売する場合）

漬物 営業許可不要
弁当・米飯類 飲食店営業

サラダ
惣菜製造業（小売店、飲食店に卸す場合）、飲食店営
業（調理して店舗内で販売する場合）

おかずなど惣菜
惣菜製造業（小売店、飲食店に卸す場合）、飲食店営
業（調理して店舗内で販売する場合）

すし、ご飯など 飲食店営業
味噌 味噌製造業
こんにゃく 営業許可不要
ハム、ソーセージ 食肉製品製造業
クッキー、パイ 菓子製造業
納豆 納豆製造業
牛乳、チーズ、バター 乳製品製造業
アイスクリーム、シャーベット アイスクリーム製造業
豆腐 豆腐製造業

ジュース
清涼飲料水製造業（缶詰または瓶詰）、飲食店営業
（調理して店舗内で販売する場合）

缶詰・ジャム 缶詰または瓶詰製造業
ウスターソース、果実ソース、果実ピュー
レ、ケチャップ、マヨネーズ

ソース類製造業

・農地に建物を建設するに
は、宅地に登記上の地目
変更が必要となる。地方
自治体の土地利用管轄
部署に相談し、転用申請
を行う場合は、転用審査
会の審査を受ける。 

・加工施設は食品工場と見
なされるため、開発許可
が必要。また、都市計画
法の基準をクリアする必
要がある。都市計画法に
関する開発許可の申請か
ら許可までは概ね 3～4 ヶ
月かかる。 

 
図表 3 農産加工施設開設までの手順 

出所）加工特産品企画開発マニュアル（鳥巣研二、山中恵子）、よくわかる加工特産品のつくり方、売り方

（鳥巣研二）を参考に MRI 作成 

 

b. カット野菜工場の設置および食品製造所としての認可、生産物への表示等に関

する制度 

ｱ) 日本標準産業分類におけるカット野菜工場の位置づけ 

カット野菜工場は、日本標準産業分類において、「他に分類されない食品製造
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業」に分類される。 

特に、農業との関係については、「農家，漁家が同一構内（屋敷内）で製造活

動を行っている場合，主として自家栽培又は取得した原材料を使用して製造加

工を行っている場合は大分類Ａ－農業，林業又は大分類Ｂ－漁業に分類される。

ただし，同一構内に工場，作業所とみられるものがあり，その製造活動に専従

の常用従業者がいるときは製造業に分類される。」と定められている。 

ｲ) 食品関連業の営業許可 

食品関連業の営業許可については、食品衛生法で定められている。営業許可

の種類については、日本全国で共通の食品衛生法で定められた法許可業種のほ

か、各自治体で異なる条例許可業種があり、施設の立地場所によって必要な認

可が異なる可能性がある。 

ｳ) 食品の表示について 

食品の表示について、一般的な食品については、食品衛生法と農林物資の規

格化及び品質表示の適正化に関する法律（以下、JAS 法）によって定められる。

他、健康増進法によって、特定保健用食品、栄養表示、栄養機能食品等の表示

について定められている。 

カット野菜については、単品野菜のカットか複数野菜をミックスするかに

よって表示すべき項目が異なってくる。単品の品目のカット野菜の場合は、生

鮮食品の扱いとなり、原産地表示が必要となる。複数野菜をミックスする場合

は、加工食品の扱いとなるため、原産地表示の義務はなくなる。しかし、カッ

ト野菜は生鮮食品に近い加工品となるため、原料原産地の表示が義務付けられ

る。原料原産地の表示の対象となる原材料は、原材料に占める重量の割合が最

も多く、かつ、当該割合が 50％以上の主な原材料である。 

なお、原料原産地の表示が義務付けられるのは、重量割合で上位かつ 50％以

上使用されているものが対象となるが、近年は消費者のニーズに対応してすべ

ての原材料に対して原料原産地を表示しているカット野菜商品もある。 

カット野菜に最低限必要な表示事項は、単品野菜のカットの場合は、名称、

原産地、内容量、販売業者の氏名または名称及び住所、複数野菜のミックスの

場合は名称、原材料名、内容量、消費期限または賞味期限、保存方法、表示責

任者（製造者、販売者等）、遺伝子組換え食品である場合はその旨、原料原産地

となる。 

 

C. 農業生産法人の生産施設の建設予定地である仙台市東部における、揚水規制に

ついて 

カット野菜工場では、野菜の洗浄や冷却などに大量の水を必要とし、水のコス

トは重要な事項の一つである。当該農業生産法人では地下水の利用を検討してい
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るため、施設の建設予定地である仙台市東部における揚水規制について、調査を

実施した。 

仙台市の地下水採取規制地域において、動力を用いて地下水を採取するための

設備を新たに設置し、または既設の設備により新たに地下水を採取しようとする

場合のうち、①吐出口の断面積が６cm２を超える揚水設備、②同一敷地内に複数の

揚水設備がある場合は吐出口の断面積の合計が６cm２を超える揚水設備、③建設工

事等において一時的に地下水を排除するために設置する揚水設備を設置している

場合は、揚水設備の設置届出が必要となる。また、工業用に供するものは工業用

水法の規制を受ける。また、これらの設備を新たに設置する場合には、事前（工

事着工の 60 日前まで）に届け出が必要となる。 

カット野菜工場は製造業であるため、工業用に供する設備となり、工業用水法

の規制を受ける。建設予定地は、地下水採取規制地域には該当しないが、工業用

水法の指定地域に該当する。指定地域内では、揚水設備（吐出口の断面積６cm2を

超えるもの）により地下水を採取し、これを工業用に供する場合は、揚水設備の

設置に当たり県知事の許可が必要となる。また、ストレーナーの位置が地表面下

300 メートル以深である必要がある。 

 

２）競合分析をはじめとした参考事例の収集 

a. カット野菜製造の競合他社の状況 

カット野菜製造の競合他社の状況について、公開情報やヒアリングに基づく調

査を実施した。カット野菜施設は、規模や取引先によって内容はさまざまである

が、おおむね消費地に近い場所に立地する傾向がある。取引先の企業は大手の小

売事業者や中食・外食業者で、地域別にカット野菜製造業者を決めて、調達して

いる。 

 

３）商品の販売先の確保 

a. 商品の販売先となりうる中食・外食事業者、小売事業者のニーズ調査を実施 

外食事業者のニーズについて、公開情報やヒアリングに基づく調査を実施した。

消費者の食に対する安全・安心のニーズは高まっており、各社とも品質にこだわ

り、国産品や生産者との直接契約などで調達をしている。 

 

（３）今後の対応や進展見込 

１）ユーザー側ニーズに対応した、加工販売・原材料調達について 

カット野菜は加工度が低いため差別化が難しく、生食する商品も多いため、衛生

管理には留意する必要がある商品である。比較的差別化がしやすい複数野菜をミッ

クスしたカット野菜においては、自社生産施設だけでは調達不可能な原材料が多く、
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仕入れ原材料としてストックすることもできないため、サプライチェーンの構築が

重要となる。 

 

２）加工販売を踏まえた生産施設のあり方について 

加工販売を踏まえた、農産物の生産施設について、太陽光利用型（開放型）、人工

光型（密閉型）のそれぞれの特徴やメリット、デメリットを次表のとおり整理した。 

太陽光利用型はランニングコストは比較的安いが、温度や光調整の管理が煩雑で、

広い土地を必要とする。人工光型は、ランニングコストが高く栽培可能な品目が限

られるが、水や温度、衛生面での管理が容易である。 

 

図表 4 加工販売を踏まえた生産施設のあり方 

 太陽光利用型（開放型） 人工光型（密閉型） 

主な生産品目 
トマト、パプリカ、イチゴ 

メロン、レタスなど様々 

レタス（非結球）、水菜やハーブ等の葉

物野菜、イチゴ等 

生産上の特徴 

ガラスや硬質樹脂性のハウスで栽培。

近年では生産管理し易い水耕型が主

流。 

暖房はボイラー等利用 

冷房は細霧冷房や換気、チラ−等によ

る局所冷房も 

窓のない密閉した空間で人工光を用い

て栽培。断熱材を多用するため、温度

管理はし易い。光量の問題から栽培で

きるのは葉菜類や一部の果菜類（イチ

ゴ等）に限られる 

メリット 

果菜類など栽培品目が多様 

初期投資が相対的に安い 

 

温度や光管理が比較的楽 

葉菜類中心のため生産サイクルが短

い（30〜40 日） 

デメリット 

栽培が１層のため、一定規模の敷地面

積が必要（一般的には１ヘクタール以

上） 

太陽光対応のため、温度管理や光調

節が複雑 

一度トラブル（病気等）が発生するとリ

スクが大きい 

ランニングコストが過大になりがち（電

気代） 

停電等の災害リスクがある 

栽培品目が限られる 

利益率が低く、薄利多売が基本 

事業性ポイント 

販売先を決め、安定生産（品質や形、

大きさを含む）を行うことで事業採算性

は見通せる 

開放型に比べて利益率が低く、常に薄

利多売を行う必要があり、事業的には

大変 

 

３）加工施設の整備に利用可能な補助金 

当該農業生産法人の事業において、加工・出荷のための施設整備を必要としてい
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る。加工施設の整備に向けて、利用できる可能性がある国や地方公共団体の補助金

について調査を実施した。補助の限度額は表示されていない場合も多いが、表示さ

れているものでは上限額の最大は１億円、補助率は 10/10 である。 

 

４）農業生産技術の研修事例と補助金 

当該農業生産法人では、本施設のノウハウを習得するための研修施設の整備を目

指している。農業生産技術の研修事例と補助金について調査を実施した。 

農業生産技術の研修については、就農を前提として実施されているものが多く、

無償か場合によっては研修中として給金が支給される場合もある。IJU ターンの促進

施策として、農林水産省や地方公共団体からの補助金がある。 

 

（４）支援の付加価値、横展開のポイント 

農業生産法人における６次産業化事業の開始に当たり、検討が必要な項目や関連す

る法令の整理を行った。詳細は対象案件の事情によって異なるが、一般的な流れとし

て他の類似事例においても参考になろう。特に、今回の対象農業生産法人において注

意すべき点として抽出されたのは、食品製造業における許認可の対象業種や種類は地

方公共団体によって異なるため、事前に建設予定地の地方公共団体に確認する必要が

ある点、カット野菜の形態（単品野菜か複数野菜のミックスか）で食品製造業として

必要な認可の種類、必要な表示項目が異なるため、事前に確認する必要がある点など

があげられる。 

また、流通・販売においては、取引先によっては、作物品種が指定されることがあ

るため、販売先の開拓と生産品目の決定は同時並行で実施する必要がある点、販売先

によって、品質管理や納品スケジュールに対する要求レベルが異なる点などがあげら

れる。 

農業生産技術の研修は、就農希望者の研修として無償や有給で実施されているもの

が多く、新たな研修事業を実施するに当たっては、研修施設の整備の前に、研修事業

の位置付けの明確化およびニーズ調査を実施し、当該農業生産法人で実施する研修事

業の事業採算制等を検証する必要がある。 

今回の事業対象となった農業生産法人では、生産施設の建設に農林水産省からの補

助金を受けている。今後、事業計画で予定している加工流通施設を建設するに当たっ

ては、別の資金を調達する必要があり、補助金が対象とする範囲を超える計画を予定

している場合、補助金の使用目的と対象施設を整理する必要がある。 

 

 

 


